
各会計歳入歳出決算額

収益的収支：経営活動（水道料金）の収益とこれに対する費用
資本的収支：将来の経営の安定を図るための設備投資などの費用

会　計　等　区　分 歳入総額

122億5094万円

59億4593万円

14億4246万円

10億  436万円

23億6777万円

4億1403万円

234億2552万円

6億6154万円

3億5952万円

244億4658万円

114億  804万円

52億  272万円

5852万円

9億8387万円

22億3370万円

3億9937万円

202億8625万円

5億7124万円

6億5158万円

215億  907万円

一般会計

　　　国民健康保険事業

　　　財産区

　　　下水道事業

　　　介護保険事業

　　　後期高齢者医療事業

合　　計

一般・特別会計の計

水道事業
会　　計

歳出総額

収益的収支（税込み）

資本的収支（税込み）

　
平
成
29
年
度
決
算
に
つ
い
て
は
決
算
特
別
委
員
会
を
設
置
し
て
、
９
月

14
日
・
18
日
・
19
日
の
３
日
間
で
各
会
計
の
歳
入
歳
出
決
算
事
項
別
明
細

書
な
ど
に
基
づ
き
審
査
を
行
い
、
全
て
の
会
計
決
算
を
可
決
お
よ
び
認
定

し
ま
し
た
。

29年度
決算審査

　
平
成
29
年
度
の
一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た

決
算
額
は
、
歳
入
が
234
億
２
５
５
２
万
円
、
歳
出
が
202

億
８
６
２
５
万
円
で
す
。
こ
の
決
算
額
を
前
年
度
と
比

較
す
る
と
、
歳
入
で
10
億
４
７
５
２
万
円
（
４
・
７

％
）
、
歳
出
で
11
億
１
０
３
２
万
円
（
５
・
８
％
）
と

そ
れ
ぞ
れ
増
加
し
、
決
算
規
模
は
歳
入
、
歳
出
と
も
前

年
度
を
上
回
る
結
果
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
財
政
力
指
数
（
過
去
３
カ
年
平
均
）
は
、
平

成
29
年
度
は
０
・
８
８
７
と
な
っ
て
お
り
、
前
年
度
と

ほ
ぼ
同
じ
水
準
と
な
っ
て
い
ま
す
。
他
方
、
経
常
収
支

比
率
は
90
・
３
％
で
、
前
年
度
に
比
べ
６
・
２
ポ
イ
ン

ト
低
下
し
、
財
政
の
硬
直
化
に
つ
い
て
は
改
善
し
て
い

ま
す
。

　
な
お
、
監
査
委
員
よ
り
、
「
工
事
を
行
う
際
の
実
施

設
計
な
ど
に
お
い
て
、
設
計
業
者
と
担
当
グ
ル
ー
プ
と

の
間
に
、
情
報
の
非
対
称
性
が
生
じ
て
い
る
こ
と
が
見

受
け
ら
れ
る
。
再
任
用
職
員
を
含
め
た
専
門
知
識
を
有

す
る
職
員
の
更
な
る
活
用
が
望
ま
れ
る
。
」
と
、
指
摘

を
受
け
て
い
ま
す
。

決算総額202億8625万円を認定決算総額202億8625万円を認定平成29年度平成29年度

税金の使いみちは適正か？

特
別
会
計

財
政
力
指
数
と
は（
県
下
12
町
の
平
均
　
０
・
４
９
５
）

　
町
な
ど
の
地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
の
強
弱
を
示

し
、
１
に
近
い
ほ
ど
財
源
に
余
裕
が
あ
る
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

経
常
収
支
比
率
と
は（
県
下
12
町
の
平
均
　
88
・
３
％
）

　
人
件
費
や
公
債
費
な
ど
経
常
的
な
支
出
に
対
し
て
、

町
税
な
ど
の
経
常
的
収
入
が
ど
の
程
度
充
当
さ
れ
て
い

る
の
か
を
示
す
も
の
で
、
比
率
が
高
い
ほ
ど
財
政
構
造

の
硬
直
化
が
進
ん
で
い
ま
す
。

一
般
会
計
と
は

　
一
般
会
計
は
、
町
の
基
本
的
な
事
業
（
福
祉
・
教
育
・
土
木
な
ど
）
に

要
す
る
経
費
を
、
町
税
な
ど
を
主
な
財
源
と
し
て
経
理
す
る
会
計
で
す
。

特
別
会
計
と
は

　
事
業
目
的
を
限
定
し
、
特
定
の
歳
入
歳
出
で
経
理
す
る
会
計
で
す
。

9月4日～5日
本会議で審議開始
→提案説明・質疑
決算特別委員会を設置

9月21日
本会議で審議
→委員長報告を受けて
質疑→討論・採決

9月14日～19日
決算特別委員会で審査開始
→グループ別補足説明・質疑

9月19日
決算特別委員会で審査
→討論・採決

スタート

決算審議の流れ

ゴール

※（　）内は前年度対比増減　▲はマイナス
　千円以下は切り捨てしているため、合計が合わない場合があります。

※自主財源：町が自主的に収入できる財源
　依存財源：国や県により定められた額を交付や割り当てられる財源

自
主
財
源
60.1
％

依
存
財
源
39.9
％

繰入金　3.9％
4億8144万円（▲9億4049万円）

繰越金　2.6％
3億2028万円

（2億564万円）

その他　6.5％
7億9685万円

（6225万円）

入ったお金
122億5094万円

（7億3911万円）

使ったお金

歳　出 歳　入
一般会計

114億804万円
（8億1649万円）

その他　3.2％
3億7167万円

（▲607万円）

民生費　36.4％
41億5141万円

（4億9249万円）

民生費　36.4％
41億5141万円

（4億9249万円） 町税　45.1％
55億2218万円

（1億5602万円）

町税　45.1％
55億2218万円

（1億5602万円）

国庫支出金　11.0％
13億5009万円

（1億5683万円）

国庫支出金　11.0％
13億5009万円

（1億5683万円）

諸収入など　8.5％
10億4121万円

（4億2971万円）

諸収入など　8.5％
10億4121万円

（4億2971万円）

町債　9.1％
11億1281万円

（3億4263万円）

町債　9.1％
11億1281万円

（3億4263万円）

県支出金　7.7％
9億4827万円

（2億2743万円）

県支出金　7.7％
9億4827万円

（2億2743万円）

地方交付税
5.5％
6億7777万円

（9906万円）

地方交付税
5.5％
6億7777万円

（9906万円）

教育費　16.6％
18億9788万円

（1948万円）

教育費　16.6％
18億9788万円

（1948万円）

総務費　10.5％
11億9754万円

（▲8343万円）

総務費　10.5％
11億9754万円

（▲8343万円）

公債費　7.4％
8億4088万円

（4288万円）

公債費　7.4％
8億4088万円

（4288万円）

衛生費　9.5％
10億7997万円

（2289万円）

衛生費　9.5％
10億7997万円

（2289万円）

消防費　4.1％
4億6993万円

（▲3092万円）

消防費　4.1％
4億6993万円

（▲3092万円）

土木費　12.3％
13億9873万円

（3億5916万円）

土木費　12.3％
13億9873万円

（3億5916万円）
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